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総合評価落札方式における賃上げを実施する企業の事業年度開始月と賃上げ

実施月が異なる場合の取扱いについて 

 

 

 総合評価落札方式における賃上げを実施する企業の事業年度開始月と賃上げ

実施月が異なる場合については、「総合評価落札方式における賃上げを実施す

る企業に対する加点措置に係る運用等について」（令和４年２月８日付け大臣

官房会計課長等事務連絡。以下「令和４年２月８日付け事務連絡」という。）

の別紙１において、「令和４年４月以降の最初の事業年度開始時よりも前の令

和４年度中に賃上げが実施された場合は、その賃上げが実施されたときから１

年間の賃上げ実績を評価する。」ことを例示したところです。 

  

 今般、事業年度開始月より後の賃上げについては、令和４年度からの賃上げ

を推進する本制度の趣旨に鑑み、別添のとおり「総合評価落札方式における賃

上げを実施する企業について、事業年度開始月と賃上げ実施月が異なる場合の

取扱いについて」（令和４年６月20日付け財務省法規課長事務連絡）が発出さ

れました。当該事務連絡を受け、次のいずれにも該当する場合にのみ、事業年

度開始月よりも後の賃上げ実施月から１年間の賃上げ実績を評価することがで

きるものとします。 

 



① 契約締結日の属する国の会計年度内に賃上げが行われていること。  

※ 暦年中の賃上げを表明している場合にあっては、当該暦年内に賃上げ 

が行われていることとする。  

 

② 当該企業の例年の賃上げ実施月に賃上げを実施していること。（意図的に

賃上げ実施月を遅らせていないこと。）  

※ この場合の賃上げ実績の確認時期は、事業年度終了後を基準とするの

ではなく、当該評価期間の終了時を基準とすることとし、確認書類等は、

令和４年２月８日付け事務連絡による税理士等が認めた確認書類等に

よることとする。 

 

本取扱いについては、賃上げを表明した契約済みの受注者に確実に周知下さ

い。また、今後予定している公告については以下の記載例を参考に入札説明書

等に記載事項を追加願います。 

 

（別紙２への追加例） 

 

（２．同等の賃上げ実績と認めることができる場合の考え方の（○入札説明書

等に示した賃上げ実績の確認方法で従業員の給与を適切に考慮できない場合、

適切に控除や保管が行われたもので評価する）の項目に以下を追加する。） 
 
・事業年度開始月より後の賃上げについて、次のいずれにも該当する場合には、

事業年度開始月よりも後の賃上げ開始月から１年間の賃上げ実績を評価するこ

とができる。 

 ①契約締結日の属する国の会計年度内に賃上げが行われていること。 

  ※暦年中の賃上げを表明している場合にあっては、当該暦年内に賃上げが

行われていること。 

②例年の賃上げ実施月に賃上げを実施していること。（意図的に賃上げ実施月   

 を遅らせていないこと。） 

 ※この場合の賃上げ実績の確認時期は、事業年度終了後を基準とするので

はなく、当該評価期間の終了時を基準とするため、確認書類の提出期限は、

当該評価期間の終了月の翌々月末までとなる。 

 

 

 



（別記１）

大臣官房会計課長 殿 中国地方整備局副局長 殿

大臣官房官庁営繕部長 殿 四国地方整備局長 殿

自動車局長 殿 四国地方整備局次長 殿

港湾局長 殿 九州地方整備局長 殿

航空局長 殿 九州地方整備局副局長 殿

北海道局長 殿 北海道開発局開発監理部長 殿

国土技術政策総合研究所長 殿 北海道運輸局長 殿
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海難審判所長 殿 中部運輸局長 殿

東北地方整備局長 殿 近畿運輸局長 殿

東北地方整備局副局長 殿 中国運輸局長 殿

関東地方整備局長 殿 四国運輸局長 殿

関東地方整備局副局長 殿 九州運輸局長 殿

北陸地方整備局長 殿 神戸運輸監理部長 殿

北陸地方整備局次長 殿 東京航空局長 殿

中部地方整備局長 殿 大阪航空局長 殿

中部地方整備局副局長 殿 観光庁次長 殿

近畿地方整備局長 殿 気象庁長官 殿

近畿地方整備局副局長 殿 運輸安全委員会事務局長 殿

中国地方整備局長 殿 海上保安庁長官 殿



賃上げ実績確認期間の後ろ倒しについて 【参考資料】

〇以下の2つの条件を共に満たす場合、賃上げ実績確認期間を後ろ倒すことが可能。
①契約締結日の属する国の会計年度内に賃上げが行われていること

（暦年中の賃上げを表明している場合にあっては、当該暦年内に賃上げが行われていること）
②当該企業の例年の賃上げ実施月に賃上げを実施していること（意図的に賃上げ実施月を遅らせていないこと）
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R4.1月

契約を行う予定の会計年度

契約予定日の範囲
（R4.4～12月）

令
和
四
年
二
月
八
日
付
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R5.9月

（例）実際の事業年度がR4.10～R5.9の場合
→最も早い場合、R4.4～R5.3まで前倒し可能

令和４年４月以降の最初の事業年度開始時
よりも前の令和４年度中に賃上げを実施し
た場合は、その賃上げを実施したときから１
年間の賃上げ実績を評価する。

R4.4月 R5.3月
契約を行う予定の会計年度本

事
務
連
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R4.10月 R5.9月
（例）実際の事業年度がR4.10～R5.9の場合
→最も早い場合、R4.4～R5.3まで前倒し可能
→最も遅い場合、R5.3～R6.2まで後ろ倒し可能

R4.10月

事業年度開始日より後の賃上げについては、
条件（※）を満たす場合、賃上げ実施日から
１年間の賃上げ実績を評価する。

前倒し可能期間
（これまで通り）

後ろ倒し可能期間

R4.4月 R5.3月

暦
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の
場
合

R4.4月 R4.12月

本
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（例）暦年で賃上げ表明した場合

R4.1月
契約予定の範囲
（R4.4～12月）

R4.4月 R4.12月暦年開始日より後の賃上げについては、
条件（※）を満たす場合、賃上げ実施日か
ら１年間の賃上げ実績を評価する。

後ろ倒し可能期間
（例）暦年で賃上げ表明した場合
最も遅い場合、 R4.12～R5.11まで後ろ倒し可能

前倒し可能期間

令
和
四
年
二
月

八
日
付

事
務
連
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：賃上げ開始日

：賃上げ終了日

：賃上げ開始日

：賃上げ終了日

：賃上げ開始日

：賃上げ終了日

：賃上げ開始日

：賃上げ終了日


